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　安倍政権は地方創生を重要な政策課題

と位置付け、昨年末の「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」で、地方の人口減少抑制や

経済の活性化策として、企業の地方移転を

促す税制などを創設した。同時に2015年

度中に各自治体に「地方版総合戦略」の策

定を求めている。いま多くの自治体が戦略

策定を行っている。

　地方創生とは、中核都市経済圏を一つの

国とみて、他の経済圏との貿易を通じて独

り立ちできるようにすることといってもい

い。国のGDPと同じ概念で地方の実態を

みると、現在、多くの地方経済圏は大幅な

貿易赤字、経常赤字になっている［図表1］。

この現状を打開するためには、①都市機能
の集約化（コンパクトシティ）によってコス

トを極力抑えながら、②観光、農業、サー
ビス業などで付加価値のある地場産業を

作り上げ、他の経済圏に販売できる商品・

サービスを生み出す、さらには③地産地消
を進めて輸入を減らし、収支をバランスさ

せなければならない。こうした取組みをと

ことん進めて「強い経済圏」を作ることが

できなければ、若者の安定した雇用はなく、

若者が定着することはない。強いというこ

とは地域間の競争であり、勝者のみが創

生を果たせるということを意味する。

　と総論はコンセンサスにはなりやすい

が、地方自治体で実際に創生にかかわって

いる方からは、「各論となると、ハードルが

高い」という感想も多くいただく。

　定期的に出演させていただいているテ

レビ番組で、国家戦略特区「兵庫県養父（や

ぶ）市の取り組み」を紹介した。養父市は

84%が山林で農業に不向きな市だが、1
年前、地域限定の規制緩和で活性化を目

指す国家戦略特区の「農業特区」に指定さ

れた。農地の権利移転などの権限を農業

委員会から市長に移譲する特例が認めら

れ、企業の農業参入が後押しされた。

　すでに大手企業、地元JAと自治体が農

業生産法人を設立し活動を始めている。廃

校となった小学校の体育館を植物工場に

改造してレタスを栽培。生産・販売・物流

の体制を確立し、1日3000株を出荷、1個

200円程度で関西圏などのスーパーで販

売している。雇用も地域住民から生まれて

いるといった内容だ。

　反響はいつも様々だが、今回は二つに

割れた。「企業、地元JA、自治体の三者が手

を組んでやるとはすごい」「しかも山林の

多い農地で稼ぎ、雇用を生み出している」

など称賛の声があった。一方、「特区だから

できることで、他地域ではうまくいくはず

がない」「雇用が生まれたとか、販売が増

えたといってもほんの少しの人数、金額で

しょう」と否定的な感想もいただいた。

　地方創生には不可欠と考える「都市機

能の集約化（コンパクトシティ）」に対して

も、最近ある首長さんから「その意見には

反対」「コンパクト化は人が住まない土地

を増やすことになる。人の手の入らない土

地はすぐ荒廃する。荒廃した土地が増えれ

ば、創生どころか、地域消滅を加速させる

だけ」という意見をいただいた。やはり意

見は割れる。

　国の施策と違って市町村は、それを決め

る人、賛成する人、反対する人の顔が良くも

悪くもよく見える。しかも、「地方創生は千

差万別」というフレーズがよく使われるよ

うに、意見は分かれ拡散化しやすい。

　自治体が守るべきものは何か。限られた

人手、予算の中で、住民に対する質の高い

医療・介護や生活の利便性を提供してい

くこと。繰り返しになるが、そのためには

①都市機能の集約化（コンパクトシティ）
によってコストを極力抑えながら、②観光、
農業、サービス業などで付加価値のある

地場産業を作り上げ、他の経済圏に販売

できる商品・サービスを生み出す、収支負

けしない「強い経済圏」が必要だ。自治体

の強いリーダーシップで、一日でも早く実

行可能な具体的な施策とアクションプラ

ンを作り上げ、養父市のように実践に移し

てほしい。今回の「地方版総合戦略」策定こ

そ地方創生の正念場だ。
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